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Ⅰ目的 
 個別の教育支援計画及び個別の指導計画は、2002 年度に

完全実施された学習指導要領（文部省,1999）より、その

作成が義務化され、全国的に作成が広まった。 
 導入から１０数年が経過し、保護者や児童生徒本人、関

係諸機関にも認知され、教育現場では日常的なものであり、

内容や作成や活用手法についても一定の知見が形成されて

いると言える。 
 しかし、加瀬（2014）の調査によれば、作成や活用が定

着している一方、教育行政上の動向、特別支援学校等の教

育現場の課題の変化により、個別の支援計画の作成と活用

が形骸化し、福祉の関係諸機関との連携にも大きな課題が

あるという指摘があり、また、実際に年月を経ることで、

関連機関との情報の引継ぎや課題について、本人や保護者

の参画が保証されていないこと、関係機関との連携づくり

が難しい、校内の支援体制の強化等、具体的な視点で問題

提起がされている。秋田(2016) 
 全国的に共通する問題として、加瀬（2014）や文部科学

省（2013）は、ここ数年、ベテラン層の退職と新採用の教

員による職場の新旧の入れ替えが特に大きく、指導計画の

作成や支援及び指導の質の継承が課題だと指摘している。 
 本調査では、全国的に危惧されている諸問題が実際に大

きな課題となっており、特別支援学校数も全国平均 22 校

（文科省 2012 年調べ）に比較して、42 校と全国 6 位であ

り、学校数も規模も大きく（全国 6 位）、研究の母集団に

適していると考えたＳ県を調査対象として、教育支援計

画・個別の指導計画に関して、標準的な作成と活用に関す

る現状を調査し、現在生じていると言われている指導と支

援の継承を解消する手立てを提案することを目的とする。 
 
Ⅱ方法 
１ 予備調査 
 個別の教育支援計画の作成と活用に関して、本調査で用

いる質問紙の内容及びインタビュー項目の選定を目的とし

て予備調査を行った。調査期間は、2014 年 11 月～12 月、

調査対象は、Ｓ県立 A 特別支援学校に勤務するコーディネ

イター（1 名）、教育課程担当者（1 名）、初任者（1 名）、

合計 3 名に調査を行った。調査では、質問紙等は用意せず、

個別の教育支援計画の「作成」と「活用」について、現状

や課題と解決策について、自由回答の方式を用い、個別に

４０分程度のインタビュー調査を行った。 
 
２ 本調査 
 予備調査を受けて 20 問の質問紙を作成した。設問の内

訳は、被験者のプロフィール、「作成」と「活用」、「課題」

の３つのセクションから構成されている。質問紙の回答後

に個別に３０～６０分程度の自由回答によるインタビュー

を行い、回答の内容はレコーダにより音声記録した。 
 調査期間 2015 年 7 月～12 月、調査対象はＳ県内の特

別支援学校に勤務する特別支援教育コーディネイター（6 
名）、教育課程担当者（7 名）、特別支援学校初任者（6 名）、

合計 19 名に調査を実施した。特別支援学校は、視覚障害、

聴覚障害、肢体不自由、知的障害の 4 種であった。 
  
Ⅲ 結果（n=19） 
 インタビュー調査により、質問項目と主な回答より、意

見を整理した。 
１）作成に関する意見 
 ・作成は経験に任せている面が多い（10) 
 ・作成の支援については、主な参考資料がなく、各自に

任せられており、何らかの具体的な支援の存在が重要

かつ有効である(6) 
 ２）活用に関する意見 
 ・活用については、記述の内容と日常の指導が結びつい

ていないという現状がある(7) 
 ・日頃から支援計画の内容を容易に参照できること、内

容を定期的に振り返ることが活用の糸口となる(5) 
 
Ⅳ 考察 
 作成の「現状」については、教員経験２０年以上のコー

ディネイターと教育課程担当者は、過去の自分の経験から

作成しており、これまで受けてきた研修の内容や書籍など

を参考にしているという回答で多くあった。初任者も少な

いなりに自分の過去の経験や作成した内容を参考にしてい

たが、参考として、共通の資料や文献等はなく、個人の力

量に任されているという現状が見られた。 
 作成の「課題」については、コーディネイターから文章

表現や記述に個人差が出やすいという指摘があった。また

初任者は、作成に時間を取りたいが他の校務も忙しく、先

輩教員に相談すること、作成に時間を割くことが難しい現

状があるという意見が出された。 
 作成の「解決策」としては、教員経験が浅い初任者につ

いては、作成を支援するような資料やツールがあれば助か

るという意見が多く挙げられた。コーディネイターの意見

では、教育支援計画が校内のサーバに保存されており、セ

キュリティが守られる中、各教員が自分のコンピュータで

自由に他の生徒の計画を閲覧できる状況から、もっと閲覧

や電子的な活用（コピー、検索等）できれば指導内容のヒ

ントを得られること、校務の省力化につながるのではとい

う内容が挙げられた。 
 活用の「現状」については、各自に現状を聞く中で「内

容を振り返る頻度」が共通の話題になった。教育課程担当

者は、校内の年間指導計画や教育課程を管理する責任上、

教科に偏りはあるが、コーディネイターや初任者と比較し

て、教育支援計画を頻繁に振り返っていた。 
 また「課題」については、教育課程担当者より校内の年

間指導計画や教育課程との関連が薄いとの指摘があった。

初任者からは、指導内容や目標に対する評価は日常的に行

っているが、学期末に記述することが多く、日常的な活用

が課題であるという意見が出された。「解決策」として、コ

ーディネイター、教育課程担当者、初任者、３人より共通

の内容として、校内の教育課程と支援プランが連動するよ

うなシステム（電子的なもの）があると良いという意見が

あった。                    （YAMAZAKI Kazumi） 
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